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 宍粟市乳幼児等医療費助成事業実施要綱をここに定める。 

  平成31年４月26日 

                         宍粟市長 福 元 晶 三 

宍粟市告示第50号 

 

   宍粟市乳幼児等医療費助成事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、宍粟市少子化対策事業助成条例（以下「条例」という。）及び宍粟市

少子化対策事業助成条例施行規則（以下「規則」という。）に定めるもののほか、乳幼児

等医療費助成事業の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(１) 乳幼児等 市内に住所を有する18歳に達する日以後の最初の３月31日を経過して

いない者をいう。 

(２) 医療保険各法 高齢者の医療の確保に関する法律(昭和57年法律第80号)第７条第

１項に規定する医療保険各法をいう。 

(３) 医療保険各法の給付 医療保険各法の規定による療養の給付又は保険外併用療養

費若しくは療養費の支給（家族療養費及び特別療養費に係る当該支給を含む。）をいう。 

(４) 被保険者等負担額 当該医療行為に要する費用の額から医療保険各法の規定によ

り医療の給付を行うもの（以下「保険者」という。）が負担すべき額（保険者の規約、

定款、運営規則等により医療保険各法に規定する保険給付と併せて当該保険給付に準

ずる給付を受けることができる場合における当該支給又は給付を含む。）を控除した額

（医療保険各法以外の法令、条例、規則、規程等の規定により国、地方公共団体（保険

者たる地方公共団体を除く。）又は独立行政法人の負担において医療に関する給付が行

われないときに限る。）をいう。 

(５) 保護者等 乳幼児等を現に監護する親権者、監護権者、未成年後見人又はその他の

者をいう。 

(６) 医療保険各法の加入者 高齢者の医療の確保に関する法律第７条第４項に規定す

る加入者をいう。 

(７) 保険医療機関等 健康保険法（大正11年法律第70号）第63条第３項に規定する保険

医療機関及び保険薬局並びにこれら以外の病院、診療所又は薬局その他のものをいう。 

（助成範囲） 

第３条 市長は乳幼児等の疾病又は負傷について、医療保険各法の給付が行われた場合に

おいて、保護者等に対し、当該医療行為に係る被保険者等負担額に相当する額を乳幼児等
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医療費として助成することができる。 

（助成申請） 

第４条 乳幼児等医療費の助成を受けようとする場合は、医療費支給申請書（様式第１号）

に医療保険各法の加入者であることを証する書類、当該医療行為に要した被保険者等負

担額を証する書類、その他市長が必要と認める書類を添えて申請しなければならない。た

だし、市長が特別に認めた場合は、添付書類の一部又は全部を省略することができる。ま

た、次条の規定により、乳幼児等医療費の助成を受けたものとみなされる場合はこの限り

でない。 

（助成方法の特例） 

第５条 乳幼児等が兵庫県内の保険医療機関等で疾病又は負傷について医療行為を受けた

場合において、市長は第３条に定める額を限度として、保護者等が当該医療行為に関し当

該保険医療機関等に支払うべき費用を保護者等に代わり当該保険医療機関等に支払うこ

とができる。 

２ 前項の規定による支払いを保険医療機関等に行ったときは、保護者等に対し当該医療

行為について乳幼児等医療費の助成を行ったものとみなす。 

（受給者証の交付） 

第６条 前条の規定による助成方法の特例を受けようとする保護者等は、乳幼児等医療費

受給者証交付（更新）申請書（様式第２号）に医療保険各法の加入者であることを証する

書類を添えて申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、規則第２条第１項に定める要件につい

て資格審査を行い、申請内容が適当と認めるときは、当該保護者等に対し乳幼児等医療費

受給者証（様式第３号）（以下「受給者証」という。）を交付する。 

３ 前項の規定により交付された受給者証の有効期限は、交付日以降の最初の６月30日ま

でとする。ただし、受給者証の有効期限までに18歳に達する日以後の最初の３月31日が到

来する者の受給者証の有効期限は、当該３月31日とする。 

４ 乳幼児等が有効期限満了後も引き続き乳幼児等医療費の助成要件を満たす場合は、市

長は保護者等からの第１項に規定する申請を待たずに受給者証の更新を行うことができ

る。ただし、乳幼児等が引き続き助成要件を満たすことを確認するため、市長は保護者等

に対し必要な書類の提出を求めることができる。 

（受給者証の再交付） 

第７条 保護者等は、受給者証を破損、汚損又は紛失したときは、市長に再交付を申請する

ことができる。この場合において、破損又は汚損した受給者証は、市長に返還しなければ

ならない。 

２ 受給者証の再交付を受けた保護者等が、その後紛失した受給者証を発見した時は、速や

かに発見した受給者証を市長に返還しなければならない。 

（受給者証の提示） 
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第８条 第５条に規定する特例による乳幼児等医療費の助成を受けようとする保護者等は、

乳幼児等の疾病又は負傷により保険医療機関等から医療行為を受けようとする際に、当

該保険医療機関等に受給者証を提示しなければならない。 

（所得等の確認） 

第９条 第４条及び第５条に規定する乳幼児等医療費の助成を受けようとする場合は、当

該乳幼児等に係る全ての保護者等の所得課税証明書等を市長へ毎年提出しなければなら

ない。また、所得課税状況に変更があった場合は、その都度、市長へ提出しなければなら

ない。 

２ 前項に規定する所得課税証明書等の提出について、必要となる所得情報の課税基準日

において宍粟市内に住所を有し、市長が所得状況を確認することに同意した者は、所得課

税証明書等の提出を省略することができる。 

（資格変更の届出） 

第10条 保護者等は、乳幼児等の氏名、住所、加入している医療保険等に変更が生じたとき

は、医療費受給資格変更届(様式第４号)により、速やかに市長に届け出なければならない。 

（資格喪失の届出） 

第11条 保護者等は、乳幼児等が規則第２条第１項に定める要件を満たさなくなったとき

は、医療費受給資格喪失届(様式第５号)により、速やかに市長に届け出なければならない。

また、受給者証の交付を受けている場合は、受給者証を市長に返還しなければならない。 

（担保の禁止） 

第12条 乳幼児等医療費の助成を受ける権利は、担保に供してはならない。 

（助成費の返還） 

第13条 市長は、偽りその他不正行為によって、乳幼児等医療費の助成を受けた保護者等が

あると認めたときは、当該保護者等に対し、当該助成を受けた額の全部又は一部の返還を

命ずることができる。 

（損害賠償との調整） 

第14条 保護者等が乳幼児等の疾病又は負傷に係る被保険者等負担額に対し、第三者から

損害賠償を受けたときは、市長は、その額の限度において乳幼児等医療費の調整を行い全

部若しくは一部を助成せず、又はすでに助成した乳幼児等医療費の全部若しくは一部を

返還させることができる。 

２ 市長は、第三者の行為によって生じた疾病又は負傷に関し、乳幼児等医療費の助成が行

われたときは、助成した乳幼児等医療費の金額の限度において、第三者に対し損害賠償の

請求権を取得するものとする。 

（補則） 

第15条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

  附 則 

この告示は、平成31年７月１日から施行する。  
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様式第１号(第４条関係) 
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様式第２号(第６条関係) 
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様式第３号(第６条関係) 
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様式第４号(第10条関係) 
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様式第５号(第11条関係) 

 


